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特別支援学校（肢体不自由）における 

移行支援と卒業後の生活実態に関する研究動向 

垂髪あかり（神戸大学修了生） 

 

１．はじめに 

 深刻化する障害の重度・重複化により，特別支援学校（肢体不自由）の進路状況は，就職率が激減す

る一方で，社会福祉施設等への入所が増加している。そのため，自宅で生活する者が多くなる傾向は近

年に始まったことではない。こうしたなか，「キャリア形成」や「自立」観の捉え直しが行われてい

る。松矢（2003）は，「職業経歴という意味でのキャリア形成を広義に捉える必要がある」とし，「家族

の中で，学校あるいは地域社会における仲間集団を始め，いろいろなレベルでの社会的な関わりの中

で，いろいろな役割活動の主体的な担い手になることを広義のキャリア形成として捉え，そのような活

動を通して自己の生き方の設計と経歴をいかに豊かにしていくかという考え方が必要」であると指摘し

ている。また森崎（2005）は，「身辺自立や経済的自立という従来の概念ではなく，学校から地域社会

への移行を念頭に置きながら，生徒自らが（支援を活用し）今後の生活を自立的に選び取ろうとする新

たな自立の観点から検討していく必要」があると指摘している。 

 こうした現状を踏まえて，本研究では，特別支援学校（肢体不自由）における移行支援および生徒の

卒業後の生活実態に関する研究動向について整理し，新しいキャリア形成や自立観に立った青年期の発

達保障のあり方について検討する。 

 

２．方法 

 国立情報学研究所学術情報ナビゲータ Ciniiを用いて，データベース検索を 2018年 12月に行った。

検索に用いたキーワードは，『肢体不自由』『移行支援』と『肢体不自由』『卒業後』とした。『肢体不自

由』『移行支援』のキーワードを用いて検索した２４件の論文のうち，特別支援学校（肢体不自由）に

おける移行支援と卒業後の生活実態に関する論文は１９件であった。『肢体不自由』『卒業後』のキーワ

ードを用いて検索した３１件の論文のうち，特別支援学校（肢体不自由）における移行支援と卒業後の

生活実態に関する論文は２７件であった。本稿では上記４３件の論文について分析を行った（表１）。 

 

３．結果と分析 

 分析対象とした４６件の論文は，（１）学校（教育）側（２）卒業後の受け入れ先（施設や企業等）

（３）学校（教育）および卒業後双方から検討されたものに大別された。 

（１）学校（教育）側からの検討 

 学校（教育）側から検討された論文は２８件であった。そのなかでは，進路指導の取り組みを通して

移行支援の現状や課題を報告したものが多かった。就労や進学に向けた移行支援の報告がなされていた

のは６件であり，実践自体報告においても，就労や進学を扱うものが少なくなってきていることが窺え

た。なお，重度者を含む肢体不自由児・者の自立と移行支援についての近年の動向について整理した論

文は２件であった。就労・進学に向けた移行支援以外の論文は，次のとおりであった。 

①生徒の実態変化と進路指導の変遷 

1990年代からの生徒の実態変化と進路指導の変遷について扱った論文には，加藤（1989），江口・千



  

田・越智（1989），松矢（2003），江田・田川・石本（2007），竹内・安藤（2018）のものがあった。 

加藤（1989）は，在校生の重度・重複化が表面化し始めた 1980年代末期において，学校卒業後の社

会参加の在り方として，「その人が，どこに，何に，生きがいを見出し，友だちや仲間と，社会と，ど

のようにつながり，関わっていきていくか」（加藤 1989：673）を考えていく必要があることを指摘

し，江田ほか（1989）は，卒業生の進路の一つとして「心を満たしてくれる場所」（江田ほか 1989：

665）としての福祉作業所の意義を提起した。 

また，江田・田川・石本（2007）は，児童生徒の実態変化を社会生活能力の側面から捉え直し，それ

らが卒業生の進路選択にどのような影響を有しているのかを明らかにした。さらに竹内・安藤（2018）

は，肢体不自由教育を先進的に牽引してきた東京都立光明特別支援学校における進路指導について取り

上げ，児童・生徒の重度・重複化の過程において，進学や就職する者が大幅に減少し，社会福祉施設へ

の入所・通所が急速に増加していった経過を明らかにした。そして，こうした生徒の実態の変化に伴っ

て，進学や就職を目指した進路指導から，一人一人の実態に応じた幅広い多様な進路を前提とした進路

指導へと変化したことを明らかにした。  

 

②自己実現・余暇活動 

高等部３年間にわたる移行支援の取り組みを通して，生徒が自分自身の内面を見つめ，卒業後の自己

実現ができるようなくらしの想定を目指した実践には，保坂（2003），樫木（2006），土橋（2007），田

村（2010），佐々木（2018）の報告があった。 

保坂（2003）は訪問教育における卒業後を見通した取り組みについて，また樫木（2006）は，自らの

気持ちを表現することが苦手であった在宅療養児（要医療的ケア）が，高等部３年間にわたる移行支援

の取り組みを通して学習・生活への意欲を高め，友人との交流や外出経験を積み活動の充実感，達成感

を感じ，自己肯定感を高め，「生活の主体者」（樫木 2006：27）として社会に出た実践を報告した。 

高等部における授業での学習を通して，卒業後の余暇活動の充実につなげていった報告には，佐々木

（2018）や田村（2010）のものがあった。土橋（2007）は，小・中学部で獲得してきた力を基礎にし

て，高等部３年間における校内・校外実習を通して生徒たちが「自分づくり」（土橋 2007：22）してい

く過程を，田村（2010）は「くらす，はたらく，たのしむ」という観点から卒業後の生活を見通した授

業実践を報告し，佐々木（2018）は，美術教育での取り組みを卒業後の余暇活動に結びつけた実践につ

いて報告した。 

 

③個別の教育支援計画，個別の移行支援計画 

個別の教育支援計画や個別の移行支援計画を活用し，有効な進路指導を行った報告には，中田

（2002），和田・中（2003），佐々木ほか（2006），佐々木（2011）のものがあった。 

 和田・中（2003）は，生徒や家族が福祉サービスを利用してニーズを顕在化させることが，社会資源

の開拓につながるという考えのもと，重度の肢体不自由児への個別の移行支援計画を適応した進路指導

の実際について報告した。家庭以外で自分らしさを出すのが苦手であった生徒への進路指導を通して，

コミュニケーション手段が広がり家族以外の人とのやりとりを楽しめるようになった事例であった。ま

た，佐々木ほか（2006）は，重度・重複障害のある生徒が卒業後，地域でどのような生活を送りたいか

について本人および保護者への希望を調査し，それに対する進路指導と個別の移行支援計画の在り方に

ついて４校の実践事例を分析・考察した。 

 



  

④進路指導における校内組織作り，関係機関との連携 

進路指導における校内組織体制の構築や，関係機関との連携・協力について取り上げた報告には，仁

部（2003），川口（2006）や友永（2007）中山・丹野（2010）のものがあった。仁部（2003）は，教

員，保護者，企業，医療機関と連携し，卒業後の生活を考えていった実践について，川口（2006）は，

北海道における広域な居住地で卒業後の進路資源が乏しい地域の特別支援学校において，学校と保護者

および療育センターが連携した移行支援の実態と課題について報告した。また，中山・丹野（2010）

は，小学部・中学部・高等部の各教員と自立活動専科の教員から構成された組織によって，校内児童生

徒一人ひとりの「卒業後の姿」を具体化することで現在の課題を捉えるといった取り組みを報告した。

家庭への調査により進路についての保護者のニーズを把握した上で，関係機関と連携・ネットワーク構

築を行い，本人と保護者の願いやニーズに沿った移行支援を行ったのは友永（2007）の報告であった。 

 

(２）卒業後の受け入れ先（施設や企業等）側からの検討 

①保護者の学校教育に対する評価 

一木ほか（2014）は，卒業生の生活実態と保護者の学校教育に対する評価について調査し，在学時の

自立活動を主とした教育課程における実践の成果と課題を明らかにした。 

 

②自己実現・余暇支援 

卒業後の自己実現や余暇支援に関しては，小島（2017）が，高校卒業後の成人移行期にある肢体不自

由者への，スポーツを通しての健康管理と余暇支援について検討した。 

 

③卒業後の受け入れ先からみた学校教育 

特別支援学校の卒業生を実際に受け入れている機関から，そこでの卒業生の実態を踏まえた学校教育

の課題や期待について報告した論文では，藤原・荒川（1986），高村（2000），末永（2006），多田

（2007），天片（2007）のものがあった。 

藤原・荒川（1986）は，無認可小規模授産施設における重度肢体不自由者（卒業生）の適応状態に

ついて調査し，障害の軽重による適応度の差や内容について明らかにした。また高村（2000）は，授

産施設，更生施設および小規模作業所における卒業生の生活実態と各施設での課題を挙げた。 

末永（2006）は，自治体の専門相談支援機関の実践を通して特別支援学校との連携の在り方について

検討し，特別支援学校への期待として，校内体制の整備のみならずもっと学校が地域に開かれ，地域の

中心となって教育以外の領域にも働きかけていくことを挙げた。多田（2007）は，重度・重複障害者の

通所施設の，天方（2007）はグループホームにおける重度身体障害者の活動の様子を紹介し，利用者

（卒業生）の生活をより豊かに支えるためにも，在学中におけるコミュニケーション指導の重要性（多

田 2007，天方 2007）と，金銭管理や余暇についての指導（天方 2007）の必要性を挙げた。 

 

（３）学校（教育）および卒業後，双方から検討 

 学校教育と卒業後の進路先を明確に関連づけて検討した論文では，新井（2005），新井（2005），川住

（2007），赤塚（2007），宮本ほか（2015）のものがあった。 

 川住（2007）や赤塚（2007）は，学校側の取組と卒業後の青年らへの支援双方を通して，肢体不自由

児にとっての自立とは，キャリア形成とは，さらに自己実現とは，と問い直し，本人主体の生活を創っ

ていく必要性を提起した。宮本ほか（2015）は，在学中に取り組まれた自立活動と卒業後の地域生活と



  

の関連について明らかにされていないことを課題に，その関連性について調査した結果，卒業後の自立

活動は保護者に一任されていることが多く，卒業後のアセスメント方法が課題であることを指摘した。 

 

 

４．おわりに 

 分析の結果，特別支援学校（肢体不自由）における移行支援に関する論文では，学校側からの実践報

告が多く，個別の教育支援計画および移行支援計画を活用しながら卒業後の自己実現や本人主体の生活

づくりに向けた支援が行われていたことが明らかになった。一方，学校卒業後の生活実態を明らかにし

た論文は在学中のものと比べると少なく，特に重度・重複障害のある人たちの地域生活の実態や支援の

課題を明らかにしていく必要があると考えられる。こうしたなか，1960年代前半から障害の重い人た

ちを受け止めてきた重症心身障害児施設びわこ学園では，学校卒業後も入所および通所施設を利用しな

がら豊かに地域生活へ移行し，「本人の『こうありたい』という生活への想い」（びわこ学園 2012：

186）が実現された事例等が報告されている。どんなに重い障害があっても，様々な人と関わりをもち

ながら自分の世界を広げ自分らしい青年期・成人期を生きていく−−こうした実践および研究の蓄積によ

って，職業経歴にとらわれないキャリア形成や自立観が確立されていくのである。 
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